
 

浜松市中小企業資金融資制度要綱  

 

 

（目的）  

第１条  市長は、市内における中小企業者への資金融資を円滑にし、も

って中小企業の振興をはかることを目的として行う浜松市中小企業資

金融資制度について必要な事項を定める。  

（定義）  

第２条  この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

(1) 中小企業者  次に掲げるもののうち市内に主たる店舗、工場又は

事業所を有し、浜松市税を滞納していないものをいう。ただし、イ

からキに該当するものについては、資本金の額若しくは出資の総額

が五千万円以下の法人又は常時使用する従業員の数が百人以下の法

人に限る。  

ア  中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号。）第２条第１

項に掲げるもの   

イ  公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）に基づく監査法人  

ウ  弁理士法（平成１２年法律第４９号）に基づく特許業務法人  

エ  弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）に基づく弁護士法人  

オ  税理士法（昭和２６年法律第２３７号）に基づく税理士法人  

カ  司法書士法（昭和２５年法律第２２８号）に基づく司法書士法

人  

キ  土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）に基づく土地

家屋調査士法人  

(2) 取扱金融機関  金融機関のうち浜松市制度融資の取扱いに同意し、

この要綱に基づき融資を行う金融機関をいう。  

（償還利子補助金の交付）  

第３条  市は、当該取扱金融機関に対し、償還利子補助金を予算の範囲

内で交付する。  

２  前項の規定による補助金の交付については、別に定める浜松市中小

企業資金融資制度償還利子補助金交付要綱で必要な事項を定める。  

（融資の条件）  

第４条  融資の条件は、別表１のとおりとする。  

 



 （融資の申込）  

第５条  融資を受けようとする中小企業者及び NPO 法人は、浜松市中小

企業資金融資申込書（第１号様式）及び別表に定める必要書類（以下

「申込書」という。）を取扱金融機関に提出しなければならない。  

２  前項の規定により申込書を受領した取扱金融機関は、審査の後、速

やかに申込書を市長に提出し、審査を依頼するものとする。  

 （融資の審査及び不受理）  

第６条  市は、前条の規定による申込みがあったときは、取扱金融機関

と協議の上、審査を行う。また、審査後、融資条件等において適当で

ないと判断できる正当な理由があるときは、その理由を明らかにした

うえで取扱金融機関に対し申込書を不受理とすることができる。  

（融資の実行）  

第７条  市は、前条の規定により融資審査終了後速やかに、取扱金融機

関または静岡県信用保証協会（以下「協会」という。）に申込書類を送

付する。  

２  協会は、市から前項の規定により申込書類の送付を受けた場合は、

速やかに審査を行い、適当と認めたときは、取扱金融機関に保証の承

諾を行うものとする。  

３  取扱金融機関は、前項の規定により保証承諾を受けたとき、または

保証なしで市の審査終了後、予定日までに融資を実行するものとする。 

４  取扱金融機関は、原則的に融資の申込みがあった当該年度内に融資

を実行しなければならない。  

（歩積・両建預金の禁止）  

第８条  取扱金融機関は、本制度の融資を行うに当たり、歩積・両建預

金を要求してはならない。  

（融資条件の変更）  

第９条  この要綱により実行された融資は、原則として融資条件の変更

を認めないものとする。ただし、やむを得ない事情により、融資条件

を変更しようとする者は、事前に融資条件変更申請書（第２号様式）

を取扱金融機関に提出しなければならない。  

２  前項の規定により融資条件変更申請書を受領した取扱金融機関は、

審査の後、速やかに市長に提出するものとする。  

（月次報告）  

第１０条  この要綱により融資を実行した取扱金融機関は、浜松市制度

融資実績報告書（第３号様式）を翌月１０日までに市長に提出するも

のとする。  



 （協議）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、その都度取扱金

融機関と協議して定める。  

 

   附則  

 この要綱は、昭和４４年４月１日から施行する。  

附則  

１  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

附則  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

附則  

１  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

附則  

１  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

附則  

１  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

附則  

１  この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

２  この要綱施行の際、現に改正前の要綱に基づいて貸付けたものにつ

いては、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 



別表1 

制度名称 ビジネスサポート資金 創業サポート資金 

対 象 者 

・市内に主たる店舗・工場・事業所を有する従業員

20名以下の中小企業者 

・（認証事業所等優遇）市内に主たる店舗・工場・事

業所を有し、別表 2 に掲げる事業の認証等を受けて

いる中小企業者（従業員数の制限なし） 

〔条 件〕 

・１年以上事業を営んでいること 

・市税を完納していること、又は市から徴収の猶予

若しくは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっ

ては、市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収

義務者として指定されていること又は指定されて

いないことについて正当な理由があること。 
・信用保証協会の保証対象業種であること 

・新規開業者 

市内で新規に開業する中小企業者 

・開業後５年未満の方 

  市内に主たる店舗・工場・事業所を有し、開業し

て５年未満の中小企業者 

〔条 件〕 

・市税 を完納していること、又は市から徴収の猶予若

しくは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあって

は、市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収義務

者として指定されていること又は指定されていない

ことについて正当な理由があること。 

・信用保証協会の保証対象業種であること 

資金使途 
事業所等にかかる一般事業のための 

運転資金・設備資金 

事業所等にかかる開業のための 

運転資金・設備資金 

融資限度額 ５，０００万円 ３，５００万円 

融資利率 

年１．６％以内 

（市が０．４２％を利子補給した後の利率） 

認証事業所等優遇 年１．５％以内 

（市が０．５２％を利子補給した後の利率） 

年１．１％以内 

（市が０．７％を利子補給した後の利率） 

特定創業支援等事業優遇 年０．９％以内 

（市が０．９％を利子補給した後の利率） 

信用保証協会 

の保証 

保証付とする 

普通保証 

新規先特別保証 

保証付とする 

普通保証 新規先特別保証 創業関連保証 

スタートアップ創出促進保証 

信用保証料率 

信用保証協会の定めるところによる 

普通保証 

年０．４０％～１．３５％以内 

（市が信用保証協会に０．０５％～０．５５％ 

を補助した後の保証料率）※別表３ 

新規先特別保証 

年０．２９％～１．１３％以内 

（市が信用保証協会に０．０５％～０．５５％ 

を補助した後の保証料率）※別表３ 

信用保証協会の定めるところによる 

普通保証  年０．３０％～１．２５％以内 

（市が信用保証協会に０．１５％～０．６５％を補助

した後の保証料率）※別表３ 

新規先特別保証 年０．１９％～１．０３％以内 

（市が信用保証協会に０．１５％～０．６５％を補助

した後の保証料率）※別表３ 

創業関連保証       年０．４５％ 

スタートアップ創出促進保証 年０．６５％ 

（いずれも市が信用保証協会に０．４５％を補助した

後の保証料率） 

期  間 １０年以内（据置期間を含む） １０年以内（据置期間を含む） 

償還方法 
元金均等割賦払 

据置 ２年以内 

元金均等割賦払 

据置 １年以内 

担保・保証人 金融機関・信用保証協会の定めるところによる 金融機関・信用保証協会の定めるところによる 

その他 
●ビジネスサポート資金内で借換を行うことがで
きる（融資限度額以内で増額可、返済額増額可）。 

 

●創業サポート資金内で借換を行うことができる（融資

限度額以内で増額可、返済額増額可）。 

 

必要書類 

①中小企業資金融資申込書（第１号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
②浜松市で市税納付を確認できない場合は納税証明書（市町村税）「浜松市中小企業資金融資制度償還利子
補助金交付要綱※②」 

③納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通

知書の写し又は市民税特別徴収未実施理由書 
④既往借入金を借り換える場合は借換計画書（第４号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
⑤ビジネスサポート資金（認証事業所等優遇）指定する事業の認定証等（写し） 
⑥創業サポート資金（特定創業支援事業優遇）特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明（原本） 
【信用保証協会へ提出する書類と共通となるもの】 
① 申込人（企業）概要 
②決算書・確定申告書（１期分） 
③（設備資金）見積書及び設備計画書 
④（創業サポート資金）創業・再挑戦計画書（２回目以降は決算書にて対応のため不要） 



制度 

名称 
中小企業育成資金 短期資金 

対象者 

市内に主たる店舗・工場・事業所を有する中小企業者 
〔条 件〕 
・従業員が３０名以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業１０名以下） 
・３ヶ月以上同一事業を営んでいること 
・市税を完納していること、又は市から徴収の猶予若
しくは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあって
は、市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収義務
者として指定されていること又は指定されていない
ことについて正当な理由があること。 

・信用保証協会の保証対象業種であること 
※特別小口保証利用の場合 

・従業員が２０名以下（商業・ｻｰﾋﾞｽ業５名以下） 
・１年以上事業を営んでいること 
・所得割による税金を完納していること 
・特別小口保証以外に保証残高がないこと 

市内に主たる店舗・工場・事業所を有する中小企業者 

 

〔条 件〕 

・１年以上事業を営んでいること 

・市税を完納していること、又は市から徴収の猶予若し

くは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、

市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収義務者とし

て指定されていること又は指定されていないことにつ

いて正当な理由があること。 

・信用保証協会の保証対象業種であること 

資金 

使途 

事業所等にかかる一般事業のための 

運転資金・設備資金 
事業所等にかかる一時的に必要な運転資金 

融資限度

額 
７００万円 

１企業  

７００万円 

１組合   

１，５００万円 

融資 

利率 

年１．７％以内 

（市が０．１２％を利子補給した後の利率） 

年１．７％以内 

（市が０．１２％を利子補給した後の利率） 

信用保証

協会の保

証 

保証付とする 

市町小口資金 

特別小口保証 

保証付とする 

普通保証 新規先特別保証  

流動資産担保融資保証（根保証・個別保証） 

信用保証

料率 

信用保証協会の定めるところによる 

市町小口資金 

年０．３０％～１．２５％以内 

（市が信用保証協会に０．１５％～０．６５％を補助

した後の保証料率）※別表３ 

特別小口保証   年０．６５％ 

（市が信用保証協会に０．１０％を補助した後の保証

料率） 

信用保証協会の定めるところによる 

普通保証 

年０．４５％～１．９０％以内 

 新規先特別保証 

  年０．３４％～１．６８％以内 

流動資産担保融資保証 

（根保証・個別保証）年０．６８％ 

期間 ５年以内（据置期間を含む） １年以内 

償還 

方法 

元金均等割賦払 

据置 ６ヶ月以内 
一括払又は元金均等割賦払 

担保・ 

保証人 

金融機関・信用保証協会の定めるところによる 

※特別小口保証は無担保・無保証人 
金融機関・信用保証協会の定めるところによる 

その他 

●市町小口資金に限り中小企業育成資金内で借換を行
うことができる（融資限度額以内で増額可、返済額増
額可）。 

 

必要 

書類 

①中小企業資金融資申込書（第１号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
②浜松市で市税納付を確認できない場合は納税証明書（市町村税）「浜松市中小企業資金融資制度償還利子補助金
交付要綱※②」 

③納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の

写し又は市民税特別徴収未実施理由書 
④既往借入金を借り換える場合は借換計画書（第４号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
【信用保証協会へ提出する書類と共通となるもの】 
①申込人（企業）概要②決算書・確定申告書（１期分）③（ 設備資金）見積書及び設備計画書 

 
 
 
 
 
 



制度名称 事業承継資金 

対 象 者 

市内に本社及び事業所を有し、１年以上同一事業を営んでいる中小企業者で事業を譲り渡す者。または、

市内に本社及び事業所を有し、１年以上同一事業を営んでいる中小企業者から事業を譲り受ける者 

※事業承継契約日の前後３年以内に限ります 

〔条 件〕 

  ・市税を完納していること、又は市から徴収の猶予若しくは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収義務

者として指定されていること又は指定されていないことについて正当な理由があること。 

・信用保証協会の保証対象業種であること 

①静岡県事業引継ぎ支援センターの支援を受けて策定した「事業承継計画」に基づき事業承継を行おうと

する者 

②中小企業等経営強化法に規定する「認定経営革新等支援機関」の支援を受けて策定した事業承継計画に

基づき事業承継を行おうとする者 

③中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（以下「経営承継円滑化法」）に基づく都道府県知事

の認定を受けて事業承継を行おうとする者 

・上記①～③のいずれかの条件を満たす者 

資金使途 

・法人の議決権（株式）や法人・個人の事業用資産（土地・建物・設備等）の買い取り資金 

・後継者が相続贈与によって資産を取得した場合に必要な相続税や贈与税の納税資金に相当する額 

・前経営者の退職慰労金 

・事業承継後、事業展開に必要な運転・設備資金 等 

融資限度額 ５，０００万円 

融資利率 
年０．９％以内 

（市が０．９％を利子補給した後の利率） 

信用保証協会

の保証 

保証付とすることができる 

普通保証 新規先特別保証 経営承継関連保証 特定経営承継関連保証 事業承継サポート保証 

経営承継準備関連保証 特定経営承継準備関連保証 事業承継特別保証 経営承継借換関連保証 

※プロパー融資可能 

信用保証料率 

信用保証協会の定めるところによる 

①普通保証、経営承継関連保証、特定経営承継関連保証、経営承継準備関連保証、事業承継特別保証、 

 経営承継借換関連保証 

②新規先特別保証、③事業承継サポート保証、特定経営承継準備関連保証 

④事業承継特別保証、経営承継借換関連保証（経営者保証コーディネーターによる確認を受けた場合） 

① 年０．４０％～１．３５％以内 

② 年０．２９％～１．１３％以内 

③ 年０．８５％ 

④ 年０．１５％～０．６０％以内 

（市が信用保証協会に①、②、④０．０５％～０．５５％※別表３③０．３０％を補助した後の保証

料率） 

期  間 １０年以内（据置期間を含む） 

償還方法 
元金均等割賦払 

据置 １年以内 

担保・保証人 金融機関・信用保証協会の定めるところによる 

その他 
● 保証協会の保証付融資とする場合、対象者の範囲や資金使途等は限定される場合がある。保証付融資は

保証協会の定めによるため、利用に当たっては、事前に保証協会に確認を行うこと。 

必要書類 

①中小企業資金融資申込書（第１号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
②浜松市で市税納付を確認できない場合は納税証明書（市町村税）「浜松市中小企業資金融資制度償還
利子補助金交付要綱※②」 

③納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指

定通知書の写し又は市民税特別徴収未実施理由書 
④既往借入金を借り換える場合は借換計画書（第４号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
⑤事業承継計画書（第５号様式）、事業承継支援証明書(第６号様式)「浜松市中小企業資金融資制度要綱
※①」など 

【信用保証協会へ提出する書類と共通となるもの】 
①申込人（企業）概要 
②決算書・確定申告書（１期分） 

③（ 設備資金）見積書及び設備計画書 

【信用保証協会の保証付きでない場合（事業承継資金）】 

①申込人（企業）概要  

②決算書・確定申告書（2期分） 

③事業承継実施にかかる経費明細書 

 



 
制度名称 災害復旧資金 

対 象 者 

市内に主たる店舗・工場・事業所を有する中小企業者。 

 

〔条 件〕 
・６ヶ月以上同一事業を営んでいること 

・市税を完納していること、又は市から徴収の猶予若しくは換価の猶予を受けていること。 

・納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税及び県民税、森林環境税の特別徴収義

務者として指定されていること又は指定されていないことについて正当な理由があること。 
・激甚災害援助法又は災害救助法の適用を受けない自然災害にて被災し、被災後に浜松市から被災証明

を受けていること 

資金使途 災害復旧に必要な運転資金・設備資金 

融資限度額 ５，０００万円 

融資利率 
年１．５％以内 

（市が０．５７％を利子補給した後の利率） 

信用保証協会

の保証 

保証付とする。 

普通保証 

新規先特別保証 

信用保証料率 

信用保証協会の定めるところによる 

普通保証 

年０．３０％～１．３０％以内 

（市が信用保証協会に０．１５％～０．６０％を補助した後の保証料率）※別表３ 

新規先特別保証 

年０．１９％～１．０８％以内 

（市が信用保証協会に０．１５％～０．６０％を補助した後の保証料率）※別表３ 

期  間 １０年以内（据置期間を含む） 

償還方法 
元金均等割賦払 

据置 １年以内 

担保・保証人 金融機関・信用保証協会の定めるところによる 

必要書類 

①中小企業資金融資申込書（第１号様式）「浜松市中小企業資金融資制度要綱※①」 
②浜松市で市税納付を確認できない場合は納税証明書（市町村税）「浜松市中小企業資金融資制度償還
利子補助金交付要綱※②」 

③納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指

定通知書の写し又は市民税特別徴収未実施理由書 
④ 被災証明書（写し） 

【信用保証協会へ提出する書類と共通となるもの】 
①申込人（企業）概要 
②決算書・確定申告書（１期分） 

③（ 設備資金）見積書及び設備計画書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別表 2 

指定する事業 必要書類 備考 

ワーク・ライフ・バランス等推進事業所 認定証（有効期限内）  

奨学金返還支援事業（認定企業） 通知書 融資申込時点で有効であること 

高齢者活躍宣言事業所 認定証（有効期限内）  

事業継続力強化計画または連携事業継続力強化計画の認定 認定通知書（計画期間内）  

カーボンニュートラル達成事業者 認定証（有効期限内） ２つ星または１つ星 

外国人材活躍宣言事業所 認定証（有効期限内）  

CSR 活動表彰 選考結果通知又は表彰状 
（過去２過年度以内） 

マイスター認定事業者及び優秀賞・

特別賞・市民協働奨励賞の受賞事業

者（入賞は対象外） 

健康経営優良法人 認定証（有効期限内）  

 
別表３ 市の補助率                                   （単位：％） 
 

区分 第 1 第 2 第 3 第 4 第 5 第 6 第 7 第 8 第 9 

ビジネスサポート資金 0.55 0.55 0.45 0.40 0.30 0.20 0.15 0.10 0.05 

創業サポート資金 0.65 0.65 0.55 0.50 0.40 0.30 0.25 0.20 0.15 

中小企業育成資金 0.65 0.65 0.55 0.50 0.40 0.30 0.25 0.20 0.15 

事業承継資金 0.55 0.55 0.45 0.40 0.30 0.20 0.15 0.10 0.05 

災害復旧資金 0.60 0.60 0.55 0.45 0.35 0.30 0.20 0.15 0.15 
 ※区分は信用保証協会の定める区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
（表面） 

＜第１号様式＞ 
浜松市中小企業資金融資申込書 

 

□ ビジネスサポート資金 □ビジネスサポート資金（借換）□ビジネスサポート資金（認証事業所等優遇） 

□ 創業サポート資金 □ 創業サポート資金(借換） □ 創業サポート資金（特定創業支援等事業優遇）  

□ 中小企業育成資金 □ 短期資金 □事業承継資金（保証付） □事業承継資金（プロパー） 

□ 災害復旧資金 

申込年月日    年  月  日 

 

 ※必ず両面印刷し、裏面も記入してください。

（あて先）浜松市長 
下記のとおり浜松市中小企業資金融資の申込をいたします。 
融資実行後は、金融機関が本申込の状況を報告することを承諾します。 
原則として、繰上返済（早期返済）はいたしません。 
 
（＊の欄は浜松市が記載するため申込人は記入不要） 

整理番号 ＊ 

市税 
納付状況 

＊ 
未納 □あり □なし 

保証協会付きの

場合は保証制度 
の表示 

 

申 
 
込 
 
人 

住 所 
又は 
所在地 

〒                 
町    番地 

浜松市    区 
丁目   番   号 

          開業（設立）年月日 

個 人

創 業 

明治・大正 
昭和・平成   年  月  日 
令和   

ふりがな  
法 人

設 立 

明治・大正 
昭和・平成   年  月  日 
令和   氏 名 

又は 
名 称 

 
 

(自署しない場合は、押印してください。) 

電話（     ）    － 業 種 
 
 
 

主な取扱品目 年 商 資本金 役員（専従者） 従業員 
借入期間 
（予定日） 

    年   月   日から 
   年   月   日迄 

ヵ月間  
     千円       千円 

        
人 人 

申 込 
金 額 

 千 百  拾  万   千  百  拾  円 
融資利率 

（利子補給後） 年   ．  ％ 

運 転 
 
資 金 
 
使 途 

(1)商品（原材料）仕入               千円 

(2)支払手形決済                 千円 

(3)買掛金支払                  千円 

(4)給料賃金支払                 千円 

(5)その他（       ）           千円 

設 備 
 
資 金 
 
使 途 

 (1)            千円 
 
(2)            千円 
 
(3)            千円 

返
済
期
間 

据置期間            ヵ月間 
初回返済日       年  月  日 
初回返済額             円 
以後月返済額            円 
最終期日返済額           円 

 
申込する年の 1 月 1 日現在、申込人の所在地（住所）は 
（どちらかにチェック）□ 浜松市   □ 浜松市以外 
 
※浜松市以外の場合は申込人の市町村税にかかる納税証明書を添付すること 

    年  月  日 
（あて先）浜松市長 

   上記申込について審査をしましたので提出いたします。 
             金融機関名 （基幹店記入） 
基幹店審査担当者 金融機関コード       店舗コード 取扱支店名 担当者 
     －      

金融機関所見 



（裏面） 
 
１ 市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入） 
  □ 浜松市中小企業資金融資制度償還利子補助金交付要綱第５条の規定により、市において、申請者の

市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。 
   
 

２ 暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入） 
□ 浜松市中小企業資金融資制度償還利子補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾

します。 
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。 

・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。) 第２条

第１号に規定する暴力団をいう。） 
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 
・暴力団員等と密接な関係を有する者 
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執

行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人

その他の団体 
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
＜第２号様式＞ 

融資条件変更申請書 
  年  月  日 

（あて先）浜松市長 
住所又は所在地 
氏名又は名称 

(自署しない場合は、押印してください。) 

私があっ旋を受けた融資について、下記のとおり条件変更したいので申請いたします。 
【あっ旋内容】 

制 度 名  融 資 金 額  

実 行 日   年  月  日 最終返済日   年  月  日 融 資

期 間 ヵ月間 

整理番号  現在残高  

【変更内容】 

変 更 理 由 □保証協会との協議による□申請者の自己都合による□その他（          ） 

□別添 信用保証書のとおり 

□ 取 下 融資金額：        千円  ⇒    融資金額：  ０ 円 

□ 完 済 融資残高：        千円  ⇒    融資残高：  ０ 円 

□ 返済方法 
□ 融資額変更 
□ 借入期間変

更 

変更前 

実行金額：    千円 実行時内入金額：   千円 融資期間：   カ月 
   年   月～     年   月まで一カ月毎       千円 

     年   月～     年   月まで一カ月毎      千円 
 最終回返済額：       千円 

変更後 

実行金額：    千円 実行時内入金額：   千円 融資期間：   カ月 
   年   月～     年   月まで一カ月毎       千円 

      年   月～      年   月まで一カ月毎       千円 
 最終回返済額：       千円 

□ そ の 他  
 

変 更 予 定 日    年   月   日 

 
  年  月  日  

（あて先）浜松市長 
上記の条件変更について報告いたします。 
 
金融機関名（基幹店） 

基幹店審査担当者 金融機関コード 取扱支店名 担当者 
     

－      

 
申請のあった条件変更について受理いたします。 
 

 
 

課  長 課長補佐 ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 起案  
月 
 
日 

    



 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 



＜第４号様式＞

【借り換える浜松市制度融資】 （単位：円）

既往融資名 保証制度名 金融機関名及び支店名 当初借入日 最終返済日 借入期間 据置期間

　　　 　 　年　　　月　　　日 　　　　　　年　　　月　　　日
ヵ月 ヵ月

      　　　年　　　月　　　日 　　　　　　年　　　月　　　日
ヵ月 ヵ月

　　　　　　年　　　月　　　日 　　　　　　年　　　月　　　日
ヵ月 ヵ月

　　　　　　年　　　月　　　日 　　　　　　年　　　月　　　日
ヵ月 ヵ月

　　　　　　年　　　月　　　日 　　　　　　年　　　月　　　日
ヵ月 ヵ月

合計

【今回申込融資】

新規借入融資名 保証制度名 金融機関名及び支店名 借入希望日 最終返済日 借入期間 据置期間 借換借入額 借換返済額

増額借入額 増額返済額

ヵ月 ヵ月 計 計

浜 松 市 制 度 融 資 借 換 計 画 書

申込人氏名
又は名称

月返済額

　　　　　年　　　月　　　日 　　　　　年　　　月　　　日

当初借入額

月返済額

残高

申込額



第５号様式 

事 業 承 継 計 画 書 

    

 年   月   日 

 

１ 申込人概要 

申込人名  

住所  

事業内容  

 

２ 事業承継の概要 

被承継者 氏名 年齢 事業承継契約締結（予定）日 

 

 

 

 

      

年   月   日 

承継者 氏名 年齢 被承継者との関係 

 

 

 

 

□親族内 □親族外 

関係性（          ） 

（事業承継の理由） 

 

（承継者の経歴） 

 

 

３ 事業承継に係る手続き等（代表者変更、株式譲渡、事業承継契約締結 等） 

時 期 内 容 

記入例：2025年 4月 社内で事業承継の相談をした 

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

年  月  

 

 

 

 

 

 



４ 事業承継前後の株主構成 

氏名 役職 比率（％）  氏名 役職 比率（％） 

       

       

       

       

       

計  100  計  100 

 

 

５ 資金計画（事業承継に係るもの） 

必 要 な 資 金 金額（千円） 調 達 の 方 法 金額（千円） 

運 

転 

  自己資金  

  補助金等 

（補助金名：      ） 
 

  

  金融機関からの借入 

（当資金） 
 

小   計  

設 

備 

  その他（        ）  

    

    

    

小   計    

合    計  合    計  

 
６その他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



第６号様式 
 

事業承継支援証明書 
 

１ 申込者 

  住 所 
 
 
 
  事業者名 
 
 
 
２ 被承継者又は承継者の種別 
 
      承継者   ・   被承継者    （どちらか一方に○） 
 
 
  上記の者は、別紙事業承継計画書の策定について、当機関による支援を受けたことを証明

します。 
 
 
 
 

年   月   日 
 
         住   所 
 
         支援機関名 
 

(自署しない場合は、押印してください。) 

 


